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I .序
工業企業において製品を産出する過程は，その企業の主要活動とよばれる。
他方，その円滑な遂行を保証する補給・サービス業務は，補助的活動とよばれ
る。だが，このことは，補給活動が副次的で重要性が低いものであるというこ
とを意味するのではない。むしろ，企業の正常な経営活動を規定する重要な役
割をもつものである。もちろん，ソピ、エトの企業経営においても補給活動の重
要性は認識されている。だが，国家が形成された時の歴史的状況や，たてわり
の部門別の行政・管理方式が強力なソビ、エトにおいては，し、くつかの部門にま
たがって財が取引される補給活動は，経営上の溢路（Y3KOe MeCTO) 
となっている。言いかえれば，ソピ、エトにとって不得意な領域となっている。
そこで，本稿では，ソビ、エトにおける補給システムについて考察する。つい
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で，電力企業における補給活動についてみていくことにする。最後に，補給と
ならんで補助的活動の重要なエレメントである修理システムをとりあげる。
I .補給システム
補給は，企業の本来的活動の遂行を保証する）。それゆえ，補給部・課の任務
は，以下のような支援的性格をもったものとなE。
（補給部の任務〉
① 企業にとって不可欠な高品質の物的・技術的資源を適宜，完全かつ総合的
に補給すること
② 生産用物資の有効的利用および輸送・保管に際しての物資の保全のための
条件を保証すること
③ あらゆる内部資源の発見と最大利用
④ 最小支出で補給過程を遂行すること
⑤物資の回転の加速化
そこで，本節では，このような補給活動がどのようなシステムによって組織
され，また計画されていくのかということを考察する。
I -1 .補給組織
社会主義国の場合，他の企業活動と同様に補給活動についても国民経済活動
の一環として中央組織を介して行なわれる（図ーし表一 l参照〉。
階層構造としては，ソビ、エト物資一機械補給国家委員会〈以下，ゴススナブ
と略す〉を頂点として，企業が末端に位置する。機能的にみると，国民経済全
体の補給の大枠はゴススナブでなされ，順次，省の補給機関，コンビナート，
企業とおりていくにしたがって内容が詳細化・具体化されていく。
このような機構を介して，物資を必要とする個々の企業に補給がなされる。
その際，補給が行なわれる形態として輸送形態（TpaH3HTHa只 φo-
p Ma）と倉庫形態 Cckλa江 CK a月中 op Ma）の2つがある。
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ゴス・スナブ
ソユーズ・グラフ
スナブスピト
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省のグラフク
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-329-
表－ 1 物資一機械補給（MTC）システム
機 官巨
(1) MT C計画の実現
(2) 部門聞の協同納入の遂行
(3) 納入順序の決定，省・機関．納入企業による納入計画のタイ
ムリーな遂行に対する統制
(4) ゴスプランによって配分されない製品の需要量の算出
(5) MT Cの組織・活動の改善に関する施策の立案・遂行
(1) 国民経済全体における品目ごとの需要の研究
(2) 品目ごとの需要と生産計画の一致の保証
(3) 部門間，地域聞の連関の形成
(4) 需要者と納入業者の関係の強化
(5）納入計画のタイムリーな遂行を統制
(1) 物資フォンドの実現
(2) ある地域から他の地域への製品の納入に対する統制
(3) 企業と協同して，合理的取引関係の形成に関する提案の準備
は）総合的補給の発展の進展，他の補給形態・方法の考案
(5) 物資の回転の加速化
(6) 地区の補給・販売の技術的基礎の改善
(1) 管轄下の企業のMT Cの計画化
(2）物資消費に対する統制，支出ノルマの遵守・適正在庫の維持
に対する統制，物資節約の方法の実行
(1) 管轄下の企業，機関，その他の組織のMT Cの計画化
(2) 総合申請書の作成，フォンドの明細化の計画の作成
(1) ノルマ，ノルマチーフ，生産計画，技術工程と適合した消費
限度の決定
(2) 原料，半製品の支給資料の作成
(3) 生産担当者に対する物資・半製品の調達
付） 現場への支給
（司合理的物資利用に対する統制
（出所〉 口o江 p e瓦． H. T. fJiy山 K osa, 3KOHOMHKa u-
B e T H O 抗 M e T aλ 刀 y prHH CCCP, MeT a♂ λy p r H -
冗， 1983, c. 187～190 ; A. r . 0 M a p 0 B c K 目前，
3KOHOMHKa npOH3BO,llCTBeHHblX 06も e ,l H H e -
日 目白， Mr Y, 1984, c . 151.より作成。
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図－ 1 金属工業における申請書の承認様式
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「 共和国管下のL 企業、建設町、機関
（出所〉 IT O江 pe .l- H. T. rλY山 K0 Ba, 
3KOHOMHKa UBeTH O白 M eTaJIJIYPfHH CCCP, 
Me T a JI JI y p r H H, 1983, c .193. 
前者は，納入者が直接需要者に物資を供給する方式で，他方，後者は，補給・
販売機関の下部組織を経由して物資を供給する方式である。流通費の節約や補
給の迅速性といった点からは，前者の方式が望ましく，生産財補給の75%以上
はこの方式で行なわれてし、g)o
以上のようなシステムにそくして補給が行なわれるのだが，特徴的なこと
は，補給機構が非常に複雑で、あるという点である。一部門あるいは一地域だけ
をとってみても，図－ 1にみられるように多くの階層を経ることになる。しか
も補給活動は，通常いくつかの部門および地域にまたがって行なわれる。それ
ゆえ，補給機構の階層の複雑さに加えて部門間・地域聞の取引きを考慮する
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表－ 2. MT Cシステムの改善プログラム
改 善
?
(1) MT Cの全国家的システムの改善をもとにした生産手段の流通の管理の
改善
(2) 国民経済のあらゆる流域における補給・販売機構の改革，科学的方法と
自動管理システムの導入
(3) MT Cの部門別および地域別計画化の最適結合の保証，生産手段の補給
における地域機関の役割の向上
(4) 生産手段の需要量算出方法の改善，科学的に根拠ある物資消費ノルマの
決定方法の改善，数学的手法および計算機の導入による設備利用方法の改
善，生産，建設およびその他の活動と物資消費のパランス関係の一層の向
上
(5) 先進的補給・販売形態および方法の拡大
①長期直接契約
②地域機関を利用した生産手段の卸売り
③総合保証補給
④補給機関による需要家に対するサービスの向上
(6) 近代的設備をそなえた大型倉庫の建設をもとにした補給・販売基地の拡
大と強化，倉庫を介した補給の拡大とその効率の向上
(7) ホズラスチョート原則および効率的な経済的刺戟システムをあらゆる領
域に導入することよって，補給・販売部門における経済的関係を改善する
こと
(8) 納入契約の役割の向上，長期契約方式への移行，相互の物的責任の拡大
（出所〉 口o瓦 p e江． A. φ． ITacTyxosa, OpraH11-
3aUHH 1 nJiaHHPOBaHHe CHa6>K.eH M冗日
c6brTa Ha npe,llnp11兄 TM冗 X 1 8 npOH3BO-
江 CTBeHHb!X o6oe,llHHeHH兄 x, B11wa wKo-
JI a , 1980, c . 10～11. 
と，補給活動は非常に煩雑なものとなる。このことは，階層の末端に位置する
個々の企業に対して補給についての不安感をひきおこす。特に優先順位の低い
軽工業部門の場合，不安感は大きくな~）。そのため，必要以上の物資をかかえ
こんだり，あるいは不経済にもかかわらず必要な物資を外注せずに企業内部で
生産することになる。このことは，与えられた課題を達成せねばならない個々
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の企業にとっては「合理的」なことであるが，国民経済全体としては大きなマ
イナスとなる。そこで，このような状態を克服する施策が必要となるの
補給活動を円滑・確実にするための改善策はいくつかあげられているが（表
-2参照〉，一定の効果をあげている形態として，長期直接契約（口 pHM bl-
e ぇ刀 M T e刀 b Hb!e X03冗白 C T B e H H bl e c B H 3日〉と総合保
証補給（rapaHTHPOBaHHOe KOMTIλe K c H 0 e c H a 6 
.>KeHHe noTpe6HT eλe白〉がある。
前者は，発注側と納入側の企業が一定期間（5年〉にわたって直接に契約を
締結する補給方法である。ただし，この方式は無条件に採用されるのではな
く，導入に際しては一定の事項が考慮される（表－ 3参照〉。長期直接契約方式
によるメリットとしては，補給活動の律動性や資源の合理的利用といったこと
があげられている。なお，この方式を利用している企業は，供給側で5500社，
需要側で25000社以上となっており，これは，ソピ、エトの全工業企業の約70%
に相当する。
表－ 3.長期直接契約の導入に際しての考慮事項
考 慮事項
(1）企業の配置
包）納入業者の生産の専門化の程度
(3) 設備の技術ー経済的特徴
(4) 製品の質と実際の利用に際してのその製品の有用性
(5) 必要な品目を必要な時期に必要な量だけ実際に納入しえる可能性
(6）契約関係の安定性
（竹 同ーの製品を他の用途に用いた場合の経済的合理性
(8) 輸送費
（出所〉口 0瓦 pe瓦． 刀． 1. I1THHa, 9KOHOMHKa cou11a-
JI H C T H '1e C K O首口 p0 M bl山 JieHHOCTH, Bbr C山 afl 山－
K 0 JIa , 1980, C • 347. 
後者の方式は，地域管理局が企業から委任をうけたフォンドをもとに，総合
的に補給を行なうシステムであ2。この場合，補給活動は地域管理局によって
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集中的に行なわれるため，個々の企業は多数の企業と交渉し契約を締結すると
いう煩雑な業務から解放される。この方式のメリットとしては，補給の安定性
や総合性の向上とならんで，文書の量や予備物資の減少があげられている。ソ
ビ、エトの補給システムの特徴を考慮、した場合，この効果は大きな意味をもっと
言えど。
I -2.補給計画
補給部門における計画化の課題は，必要な物資の量を把握しその調達を確実
にすることである。それは，以下のような課題からなる。
（補給計画の課題〉
① 計画期における物資一機械補給に対する企業の需要量の把握
②納入者との契約による物資のタイムリーな調達，契約の遵守に対する統
制，物資の納入期と生産過程の一致に対する日々の統制
③ 物資の保管と補給の連続性の維持
④ 物資の合理的利用に対する統制
⑤ 期末における必要予備物資量の決定，期首の予想在庫量の決定，在庫量の
統制，ノルマを越える予備形成の禁止
⑥ 物資一機械調達量の決定
⑦ 物資一機械調達に対する経常的計算
上述のような課題の遂行を目的として，補給計画は立案される。それは，他
の計画と同様にバランス法によって作成される。また，時間的には， 5ヶ年計
画と経常計画が中心となる。
5ヶ年計画と経常計画のちがし、は，図－ 2にみられるように作成の手順と計
画の詳細度である。 5ヶ年計画の出発点は中央（ゴスプラン〉の統制数字であ
り，末端の合同・企業による需要量の算出が中間点となる。そして次に，資料
が上に送られ5ヶ年計画が最終的に立案される。他方，経常計画の場合は， 5
ヶ年計画をもとに，より詳細な品目ごとの需要量の計算が末端の企業・合同か
表－ 4.物資一機械補給（MTC）計画
むこ〉
言十 需 要
画
生産プログ 修
単 価
生 実 非 ぷ口入 言十 基本建設用 継続的予備 合計
格 ラム 理 産
No. 物資・製品 一 生 一 一現 、 設 ！験 現 現 日 現
、 現 、
位
ノレ
物 操 産 物 物 物 物 0 8ル
表 業
備
表 表 表 表フ フ 用 フ フ フ フ刀三 用 用 用 刀ミ 刀言 数 刀三 刀言／レ ノレ ノレ ノレ ノレ ノレ
A B B 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 
1 大型鋼材 T 105 l,000 105 100 60 40 20 1220 128 80 8.4 28 101 10.6 1401 147 
調 達 源 泉 （現物表示） ムロ 計
各 四 半 期
残高 企達業内調 そ内部の他資源の 達分権的調 工場用 現物表示 lブ，Oル00ルーフォン Il 皿 N 
17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 
121 20 1,260 300 330 330 300 1,401 147.1 
（出所）日 0瓦 P e )l. A. φ． ITacTyxosa, Y Ka 3. c 0 l.j. c. 90. 
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らはじめられる。それが所轄の省を介してゴスプランに送られ，そこで決定さ
れた経常計画が下達される。
次に，企業・合同内における補給の計画化（需要量の算出と調達〉だが，そ
れは，次のような手順で行なわれる。
① 準備活動
②物資需要量の計算
③ 生産用予備ノルマの立案
④ 物資の調達源泉の決定
⑤ しかるべき機関への需要申請とその確保
⑥ フォンドの受領と物資一機械補給バランスの作成
⑦ 計画の修正とその遂行の統制
図－ 2 補給計画の立案手順
(a) 5ヶ年計画
連邦の省・機関、共和国の閣僚会議
合同、企業
大まかな品目ごとに生産財への需要を算出
（図－ 2) 
出所〉 日0瓦 pe瓦刀 .Yf.YfTHHa,
(b) 年次計画
ゴスプラン、ゴス・スナブ
決定
省のグラフスナブ
合同、企業
提出
審査
5ヶ年計画をもとに物資に対する
詳細な需要を算出
3KOHOMHKa COl..(H a刀 H CT H可 e C K O泊口 PM bl山 JJeHHOCTH,
Bbl C山 aH 山 K O刀 a,1980, c .339, 340.より作成
このような過程を経て，企業の補給計画が作成される（表－ 4参照〉。
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補給計画の作成過程をみてきたが，補給組織で起こったことと同じような問
題が生じる。個々の企業は補給の確実さに対して不安をもっているため，経済
的に不利な製品の自己生産や過剰な在庫形成によってそれを解決しようとする。
そのため，需要量の計算の段階で，必要量を上回る値が算出される可能性がで
てくる。したがって，過大申請と過剰在庫形成に走る企業を統制する問題は，
品目ごとの生産計画を企業に遵守させる問題と対をなして，ソビエトの経済管
理において非常に重要な意味をもっ，なぜなら，特定品目に関する生産計画の
未遂行は，その製品を必要とする需要者側にとって補給が不安定になることを
意味するからであり，それが，個々の企業における過大申請と過剰在庫形成を
もたらしてきたからで、あど。
Il .電力企業の補給システム
電力企業の補給を究極的に規定するのは，燃料資源の状況である。そこで，
まずソビエトの燃料資源の状況についてみていくことにする。
I -1 .ソビエトの燃料資源の状況
発電所への燃料補給を規定する資源問題も，埋蔵量という点ではソピ、エトは
めくやまれた状態にある（表－ 5参照〉。世界の石炭埋蔵量の半数以上，さらに世
界の水力資源の11.5%を占めていE。だが，資源の埋蔵地と消費地が東西に遠
く離れているという大きな問題がある（表－ 6参照〉。
ヨーロッパ地区（西部〉は，人口と産業が集中し，ソビ、エトで最も発達した
地域であり燃料の80%以上が消費される。だが，そこには10%程度の燃料資源
しか存在せず，必要な燃料は東部から輸送せざるをえないとしづ状況である。
このような状態をうけて，ソビ、エトの燃料政策が形成される。
最も直接的な解決方法は，資源の90%をもっ東部に人口と産業を移すことで
あるが，それは，一朝一夕にできることではない。それゆえ，東部の開発と並
行して，西部に燃料を輸送するかあるいは送電するかとしろ輸送・送電問題の
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表－ 5 世界とソピ、エトの固体燃料およびガスの予測埋蔵量
予 担。 埋 蔵 量 採掘可能な埋蔵量
世 界 ソビエト % 世 界 ソピエト % 
世界の埋 世界の埋
燃料 蔵量に占 蔵量に占
10億トン % 10億トン % めるソビ10億トン % 10億トン % めるソピ
ニトの害｜ ニトの害｜
ぷロ>. ぷ日λ 
石 炭 11210 96.4 6172 97. 3 55.0 2880 92. 7 1617 95.0 56.0 
ガ ス 229 1. 9 69 1.1 30.0 178 5. 7 58 3.4 32.6 
泥 炭 98 0.8 60 0. 9 61. 2 26 0.8 15 0.9 57. 7 
スレート 114 0.9 50 0.7 44.0 28 0.8 13 0. 7 46.3 
合計 11651 100. 0 6351 100.0 54.5 3112 100.0 1703 100.0 55.0 
（出所） A. A. 可ePHYXHH, IO. H. φ，1aKcepMaH, 3KOHOMHKa 3-
H e p r e T H K H cc c p' 3 H e p r H R '1975' c . 291. 
表－ 6 ソビ、エトのエネルギー資源の分布状況
地 域 燃 料 水 力 全資源
ヨーロッパ地区
1 14 1 
（ウラルを含む〉
シベリア 86 60 82.5 
そのうち，東シベリアと極東 73 55 71 
中央アジア，カフカース 3 26 6.5 
（出所） A. A. 可ePHYXl1H, φ． H. φJJaKcepMa-
H, 3KOHOM!1Ka sHepreT11K11 CCCP, 3-
HeproaTOMl13,llaT, 1985, c. 286. 
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解決が必要になる。また，それと関連して，発電所にはどのような種類・品質
の燃料をわりあてるかという燃料選択の問題もでてくる。
火力発電所には現地の安価な燃料をわりあてるというゴエルロ期 (1920～19
35年〉の政策は，基本的には現在にもうけつがれている。現在は，石油の燃料
資源としての利用を制限し，その代替資源としてガスおよび東部の安価な石炭
をあてるという政策がとられている。
代替資源の lつであるガスの利用は，個々の発電所にとっても国民経済全体
にとってもメリットの大きいものである。具体的には，効率（KTILI）の向
上，人員の削減，修理費の節約といった効果をもっ。
もう lつの施策である東部炭（エキバストス，カンスコーアチンスク）の利
用は，一長一短をもっ。利点としては，これらの炭田の石炭が非常に安価であ
るという点である（表－ 7参照〉。他方，欠点としては，品質が悪く（灰分．湿
気が高しウカロリーが低いという点である（表－ 8参照〉。このことは，追加的
な問題を生む。これらの低品質炭は遠距離輸送には適さないため，現地に大型
の火力発電所を建設することが必要になる。そして，電力需要が西部に集中し
ている現状では，電力として西部に送るための高圧送電線の建設が不可欠とな
る。つまり，石炭そのものが安価にもかかわらず，関連投資が高くつくという
欠点をもつことになる。
このように問題の多い東部炭の開発・利用であるが，発電所には低品質燃料
をわりあてるというソピ、エトの政策は徹底して遂行されていg）。表－ 9, 10に
みられるように， 1980年には燃料消費全体の25.2%を占めるにすぎなくなった
石炭だが，発電所では使用燃料の37.3%を占めている。逆に石油は燃料消費全
体の45.5%を占めているのに対して，発電所による利用は35.7%にすぎない。
これは，高品質資源（石油〉を工業用原料にわりあて，低品質炭を発電所で利
用するとし、う政策の反映とみることができる。
???
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表－ 7.燃料の経済指標（ノレー ブ、ル／トン）
地区，鉱区，立地，燃料の
採掘方法 原 価
1トンの燃料の採 単位あたりの
種類 掘に要する投資額 経費
石炭
ドネツ たて杭式 6.0 20.5 8.6 
クズネッツ 露天掘り 2.2 14.0 4.0 
エキバストス " 1. 6 10.0 2.9 
カンスコーアチンスク / 0.8-2.0 4.0-7.0 1.3-2.8 
天然ガス 1-2.5 10-40 2-7.4 
（出所） T a M .)!{ e , c . 288 
表－ 8 石炭および重油の主要品種の質的特性
燃料の種類 等 級 灰分，% 硫黄分，%
7J ロ リ 一
（キロジュー ル／キログラム）
ドネ ツ A山 16.7 1. 7 22200 
クズ、ネッツ T 16.7 0.6 25700 
エキノミストス cc 36.8 0.8 17000 
カンスク E 10.2 0.5 15000 
重 f由 4.0 38500 
（出所） A. A. 可ePHYXHH, IO. H. φλa KcepMaH, 3Ko-
HOMHKa 3HepreTHKH CCCP, 3HeprH冗， 1975,
c . 451. 
Ill-2.電力企業の補給組織
他の部門の企業におけるのと同様に，電力企業においても補給は円滑な経営
自由
活動のための前提条件となる。したがって，企業の物資一機械補給部は以下の
ような機能の遂行を要求される。
（物資一機械補給部の任務）
① 必要な品目と数量に関して物資の調達を計固化すること
② 必要な物資を受領し，それらを職場聞に配給すること
③ 物資の流れに関する計算，分析，規制
? ?
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表－ 9 発電所の燃料構造
燃料の種類
ソビ、エトエネルギー電化省管轄下の発電所の燃料構造，%
1970 1975 1980 1985 
全 体 100 100 100 100 
内 訳
石 油 23.5 29.5 35.7 25.9 
ガ ス 23.8 22 24.2 31.5 
石 炭 47.5 44.5 37.3 39.6 
泥 炭 3.4 2.1 1.5 
スレート 1.8 1. 9 1.8 1. 5 
（出所〉口 o江 p eぇ． A. M. He K p a co a a, A. A. T po M口K-
0 I' 0 , 3 H e p I' e T H K a c c c p B 1981-1985 I' 0 .aa x , 
3 H e p I' 0 H 3 .a a T , 1981, c . 230. 
表－10 燃料の消費構造の変化
燃 料 の 種 類 1960 1970 1980 1982 
石油（ガス・コンデンサットを含む）
100万トン 211.4 502.5 862.6 876 
% 30.5 41.1 45.5 44 
ガ ス
100万トン 54.4 233.5 514.2 591.9 
% 7.9 19.1 27.1 29.7 
石 炭
100万トン 373.1 432.7 476.9 479.5 
% 53.9 35.4 25.2 24.1 
その他
100万トン 53.9 53.1 41.9 42.8 
% 7.7 4.4 2.2 2.2 
ムロ 計
100万トン 692.8 1221. 8 1895.6 1990.2 
% 100 100 100 100 
（出所） A. A. 可ePHYXHH, IO. H. φ・λaKcepMaH, 3Ko-
HOMHKa 9HepreTHMH CCCP, 3HeproaTOMH-
3 ,aa T , 1985, C • 287. 
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④ フォンドわりあてに対する申請書と明細書の作成
⑤ 物資調達契約の締結とその遂行に対する統制
⑥ 在庫管理，保管および証書にもとづく物資の引渡しの遂行
⑦ ノルマ外および過剰物資の発見
③ 利用者による物資消費状態に関する計算書と分析書の作成
ここから明らかなように 補給部・課の任務は，必要な物資を必要な量だけ
タイムリーに調達することである。だが，それが正確に行なわれるためには，
能率よく機能する補給システムをもつことが不可欠となる。そこで，補給がど
のようなシステムで行なわれ それはどうような特徴をもつのかということが
重要な問題になる。
まず，補給構造〈ハイアラキー〉だが，エネルギ一部門も国民経済全体を網
羅した補給、ンステムに含まれる〈図－ 1参照〉。図－ 3にみられるように，補給
図－ 3 エネルギ一部門の補給組織
ゴスプラン、ゴススナブ
エネルギー・電化省
全連邦工業合同、省の総管理局
工業・エネルギ一合同、
地区エネルギー管理局
発電所、供給網企業
（出所） A.A.可ePHYXHH, IO. H.φJiaKcepMaH, 3KOHOMHKa 
sttepreTHKH CCCP, 3tteproaTOMH3江 aT , 1985, C .125 
より作成
???
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の大枠はゴスプランで、決定される。それが下におりてくるにしたがって，補給
に関する指標が詳細化される。エネルギ一部門の場合，地区エネルギー管理局
(P 3 Y）や発電所の段階で必要な燃料，物資に関する詳細な指標が決定され
る。ここから， I-1で、指摘されたことと同じ問題が生じる。たての環が多
く，そこを経て順次申請・承認が行なわれるために，補給業務が非常に煩雑に
なりタイムリーさを欠きやすいという欠点が起きる。そのため，補給に不安を
もっ個々の企業が過剰な資材をとりこむとしづ行動にでる。したがって，補給
の迅速化と「予備」の削減としづ課題の克服がここでも必要となる。
前者の方向にそった改善策としては，補助業務（倉庫，保管業務等〉および
管理の自動化である。特にソビ、エトの企業における補助部門は機械化・自動化
が遅れており，企業経営にとっての溢路となっている。この点からみても，補
助業務分野の自動化は大きな意味があると言える。また，管理の自動化は文書
図－4 ベロヤルス原子力発電所物資一機械補給自動管理、ンステムの
基本的機能
ACY MTC EA3C 
展望計画 日常的管理 分析、報告
物資需要量の 在庫変化の計算 下位組織における物資
変化の計算・ 消費量と在庫の分析
特定品目の物資の フォンド消費量の計算 物資申請量との比較に
年間消費量， もとづいた下位組織に
大まかな品目ごとの 下位組織への物資の 対する物資支給の分析
物資の消費量， 支給量と消費量の計 物資の計算
算
予備のノルマチーフ 月間決算書の作成
※ 注（ヲ｜用者）
ACY MTC EA3Cー ベロヤノレスク原子力発電所 物資一機械補給自動管理システム
（出所） B.M.E oλ 江bipes H .np. 3KOHOMHKa, opraHH3aU H冗日
口naH11posaH11e Ha A3C, 3HeproaTOMH3瓦 aT, 1986, C 
63. 
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処理の高速化を可能にし，補給に関する統制の向上をもたらすものと期待され
ている〈図－ 4参照〉。
他方，過剰予備の形成を防ぐ方法としては，物資消費に関する統制組織の強
ω 
化があげられる。このためには，正確かつ迅速な情報処理が必要で，その点で
は管理の自動化の問題と密接に関連する。なお，現在の巨大発電所は， 1日あ
たり 6万～9万トンの燃料を消費しており，わずか 1日分でも過剰予備を削減
帥
できれば大きな効果をもたらす。それゆえ，補給機構そのものの改善とならん
で，統制方法の改善の成否が重要となる。
町一 3.電力企業の補給計画
電力企業における補給計画の課題は，必要な物資を安価かっ安定的に調達す
ることである。しかしながら，立地条件や燃料政策といったことから，個々の
電力企業が燃料形態を自由に選択するとしづ余地は少ない（表－11参照〉。し
たがって，電力企業は与えられた環境（燃料条件〉のもとで，物資の調達をは
かっていくことになる。
このような条件のもとで，電力企業は，自己の経営活動に必要な物資量の把
握とその確保を目的として補給を計画化してし、く。その立案は，以下のような
手順で行なわれる。
〈作成手！｜慎〉
① 生産ーエネノレギ一合同（口30）の課題にそくして，各電力企業が物資需
要量の計画化活動を開始
② 物資需要量に関する資料が口30Uこ送られ，その後上級機関（総管理局，
共和国のエネルギー・電化省）に送られる。また，この段階で物資需要量に
関する点検と総括が実施される。
③ 
(i) 集中方式によって配分される物資に関しては，ソピ、エトエネルギー・電
化省の補給担当総管理局へ申請書が提出される。省の補給担当総管理局
???
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は，申請された需要量と生産，基本建設，修理計画を対比した後ソピ、エト
ゴスプランおよびゴススナブ、へ申請書を提出する。
(i) 分権方式によって配分される物資に関しては，ゴススナブの地域組織へ
申請書が提出される。
④ 以上の過程を経て検証がなされた後，物資補給計画は①～③と逆の順序で
企業に下達される。
ここから明らかなように，他の工業企業の場合と同様に補給計画作成の手続
きはかなり複雑である。また実際，電力部門においても補給がいつも完全に充
ω 
足されるとはかぎらない。したがって，電力部門でも過大申請と過剰予備の問
題が発生する。
表－1 地域別の主要使用燃料
地 域 使 用 燃 料 ， 源 泉
ヨ 一 ロ ツ Jξ ガス，重油，原子力
中央，東シベリア 現地炭
西シベリア，ウラル ガス，チュメニ油田，エキバストス炭田
中央 ア ミノ ア 現地炭，ガス，石油
カ フ カ 一 ス ガス，石油
（出所） A. A. 可e PHYXHH, IO. H. φλa KCepMaH, 3KOH 
0 M I1 K a 3 H e p r e T I1 K I1 cc c p, 3 H c p r I1 .fl , 1975, 
c. 314.より作成
表－12から明らかなように，企業側の責任によって起こるノルマ以上の予備
形成の原因として，企業による過大申請と計算の不完全さが指摘されている。
またそれと同時に，企業に責任のない要因として，補給組織の不備，生産プロ
グラムの変更，納期の遅れといった構造的欠陥が存在する。このことは，個々
の企業の経営者に補給に関する不安を与え，それが，さらに企業による資材の
過剰予備を生むとしづ悪循環をなす。したがって，ここでも横の関係（需要側
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と供給側〉の緊密化や補助業務の自動化ということが重要な施策となる。
N.修理システム
巨大かつ高価な設備を擁する電力企業においては，操業の安定性や効率の向
上にとって，設備の修理・保全が重要な意味をもっ。ソビエトの場合， 1年間
に修理に要する費用は約20億ループ、ル，また修理に要する人員は操業担当要員
に匹敵すると言われている。したがって，費用的にみても，機能的にみても，
修理業務の意義は主要活動である発・送・配電業務に比べて劣るものではない。
表－12 ノルマを上回る予備形成の原因
(1) 根拠の無い輸送調達量の増加
(2) エネルギー企業〈エネルギー・システム〉による過大申請
企業の責任に
(3) 物資残高フォンド配分の際の計算の不正確さ
(4) 燃料調達計画のしかるべき修正なしになされる電力・熱
よる要因
産出高計画の変更
(5) 生産的消費とは無関係になされる追加的調達
(6) 経常，保証，準備予備ノルマチーフの不正確な決定
企業の責任に (1) 生産プログラムの変更
はよらない要 (2) 発注と納入の時期のずれ
因 (3) 補給組織の欠陥
（出所〉口 o広 p eぷ・ P. E. 刀e山 MHepa, M.A. CapK11co-
sa.AHaJJH3 npOH380,llCTBeHHO-x03冗抗 CT 8 e -
H H O読 ,le fl T e JIb H 0 c T H 3 H e p r e T H可 eCK X np-
e,nnpHHT 目前， 3 H e p r o a T o M口 3江 aT, 1983, C . 126. 
より作成
電力企業を含めてソピ、エトで採用されている修理システムは，計画一予防修
理システム（cHcTe:¥ia πλa H 0 B O一口 p e l n p e江 M T e刀 b-
H 0 r 0 p e M 0 H T a：口口 P）とよばれる方式である〈図－ 5参照〉。
修理の形態は，経常修理（TeK Y山 M H , M aλbl白 p €MOHT ），中
規模修理（ c p e江 H bl H p e M O H T）および基本修理（KanHTaλb -
-137-
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明
日 bl H p e :¥1 0 H T）からなる。経常修理は文字どおり日常的に行なわれる修
理・点検で，中規模修理も内容的には経常修理と同じである。他方，基本修理
は最も大がかりなもので，設備の根本的改善や再生・近代化が行なわれる。ヤ
の他に，修理と修理の聞の点検や修理活動そのものに対する点検がある。
図－ 5 修理の形態
修理の形態
計画的修理（口HP) 
修理問点検
操業に際しての
設備の手入れ
精度の点検、調整、
補充調整
十定期的・計画的品｜
（出所） 日oLl 0 6山. p e瓦.B.B.OcMOJioscKoro, OpraHH3aUH兄，
日 λaHHPOBaH M巴 M ynpasJieHHe n e兄 T eJibHOCTbJO 
ロP0 M bl山刀 eH H O「0 0 6も e江 MH e H M只， Bbl凹 3白山 a兄山 KO刀 a,
1984, c .52. 
このようなシステムのもとで，各企業において修理活動が計固化される。そ
こでの主な問題は，修理の日程と費用に関することである。その際に基礎とさ
ω 
れるのは，以下のような資料である。
① 修理サイクル，修理の周期ノルマ
② 修理に際しての設備の休止ノルマ
③ 四半期ごとの設備の計画稼働時間
④標準修理量および技術カード
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⑤ 設備の状態に関する点検資料および設備の稼働に際しての欠陥に関する職
場日誌
⑤ 修理活動ノルマと評価
⑦ 部品の価格一覧表
③ 修理の複雑度に関するノノレマチーフ
⑨ 実際に行なわれた予定外修理活動に関する資料
①～③の資料にもとづいて修理日程計画が決定され，④～⑨の資料にもとづ
いて，修理に要する人員，部品，費用等が算出される。当然ながら，ここで決
定された計画の合理t性の水準が，経営の合理化（設備の休止時間の最小化，修
理費の節約等〉に大きな影響を与える。
v.結び
ここでは，補助的活動にあたる補給と修理の組織と計画化について検討して
きた。この領域は，現在のソピ、エトにとって 2つの点で重要な問題と言える。
lつは，ソビエトにおける機械化・自動化が主要生産活動を中心に行なわれて
きたために，補助的活動の領域には手作業や重労働が多く残存しているという
技術的問題である。もう lつは，すでに述べたように，補給システムが非常に
複雑なために円滑な企業経営を阻害する陸路となっているという点である。
最初の問題は，主要活動にたず、さわる人員と補助的活動にたず、さわる人員と
の労働条件の格差という社会的問題とも関連する。また，補助部門における機
械化・自動化の進展はこの領域における人員削減を可能にし，労働力不足解消
のための施策の lっともなる。また，在庫の適正化や物資の合理的利用を実現
するためには， 2つ自の問題の解決が不可欠である。外延的発展方式の限界と
内包的発展方式（質と効率の重視〉へ移行の必要性がソピ、エト自身によって何
度もくりかえし主張されているが，質と効率の確保にとって，補助部門におけ
る問題の克服は絶対に避けて通れないものである。その意味では，補助部門こ
そ，経済・経営合理化にとっての主要部門と言える。
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(1) 「企業にとって不可欠な物資のタイムリー，完全，かつ総合的な補給は，生産・実現
計画遂行のための重要な前提条件となる。」口 0江 pe瓦.A.φ．口 acyTyx-
osa, OpraHH3a口Hfl H 口 JiaHHPOBaHHe CHa6)KeHH-
冗 M c6b1Ta Ha npe.llnP M兄 TH冗 X H B npOH3BO.llCTB-
eHHblX 061コe.llHHeHHflX, B M山 a 山 KOλa , 1980, c . 7 . 
(2) T a M )K e . c . 14～15. 
(3) 図－ 1は金属工業の事例であるが，他の工業部門においても補給の機構は基本的に
同じである。
(4）口 0.l p e江. A.φ. IlacTyxosa, YKa3. c O可. c . 1 1 0 . 
(5) ただし，輸送形態を選択するためには一定の基準（最小輸送量と一品目あたりの最
低発注量〉をみたすことが必要であり，そのために輸送ノルマ（TpaH3HTHa” 
冗 H0 PM a）と発注ノルマ（ 3aKa3Ha兄 H0 p Ma）が制定されている。
T a M )Ke . c . 110.参照。
(6) 「軽工業部門の企業の修理一機械職場による予備部品の製作は，経済的に不合理で
ある。それは専門の企業で生産されたものと比べて 2～3倍は高価である。だが，現
状では，軽工業部門に属する企業の申請書（部品に対する申請－引用者）は完全に充
足されるとしろ保証がないため，各企業は部品を自己生産せざるをえないのである。」
「．口. YI c口MP冗 H. B. c.可MeJieB, OpraHH38UHfl, n-
Jl8HHPOB8HHe H ynpasJJeHH e 口pe .l口pH冗 THeM JJer-
K O泊 npOMbl山 JIe H H 0 C T H，刀 erKafl H nHwes a兄 np 0 M-
bl山 JIe H H 0 C T b , 1982 C . 216. 
(7) 「この課題（最適在庫形成のこと一引用者〉の解決は，生産効率向上の重要な源泉で
ある。予備物資1日分の節約によって，工業部門全体で10億ループ、ル以上の追加資源
を経済活動に利用できると言えば十分であろう。Jr o瓦 pe瓦・ r.A. Er11a-
3 a p冗 Ha, A. r.OMaposcKoro, 3KOHOMHKa COUH a” 
λM C T H可 eC K O負口 POM M山川 eH H o c T 1, Mr Y, 1983, c. 339. 
(8) 口oぇ pe瓦．刀． YI. HTHHa. 8KOHO MHKa c o日目 a刀日 CT-
H可 eC K O抗口 P0 M M山川 eHHOCTH, Bbl C山 afl 山 Ko JI a , 1980, 
c. 347.参照。
(9) H a p o .l H o e x o 3 fl抗 CT B 0 c c c p B 1980 r . c . 121. ; r O江
P e .l. J1. 日. YI T H H a , Y K 4 3 . c o 4 . c . 34 7. 
なお，長期直接契約方式の普及度を製品別にみると以下のとおりである。
金属一一40%，非鉄金属一一約60%，セメント一一70%以上，紙・ボール紙一一50
%，化学製品一一54%，ベアリング一一76% T a M )K e , c . 347～348. 
-140-
-349-
QO) T a M )!{ e , c . 349.
OD T a M )!{ e , c . 349.
Q2) r.口.I1cnHpf!H, B. C.可M eλe s, YKa3. c O可. c. 286～ 
287. 
Q3）口 0):( p e五. A.φ．口 a cTyxosa, YKa3. c O可. c. 84. 
物資需要量の計算に際しては，直接計算法が最も一般的である。
PM=lJHiITi 
》同ヲ，．・＂＂＂
」，」，」，
Hi-i番目の製品の産出に必要な物資消費ノルマ
口i一一計画期における i番目の製品の産出高
n一一製品の品目数
口o):( 0 6山・ p e.L(. B. B. OcM OλO scKoro, OpraHH3a-
U H fl，口 JiaHHPOBaHHe H ynpasJieHHe ,L(ef!TeJibHO-
CTb!O TIPOMbl山 JIe H H 0 f' 0 0 6も e):( H H e H H兄， Bbl山 3 白山 a 先
山 K O刀 a, 1984, c . 263. 
ω 「東ドイツの企業，コンビナ一人商業機関およびソピエトの企業，生産・工業合
同，補給－販売機関においてなされた共同研究は，以下のことを示している。しかる
べき指標を遂行あるいは超過遂行さえしているそれらの組織のうちの多くが，国家計
画や契約に対する重大な違反，特に需要側の利益と最も強く関係する項目に対する違
反を行なってきたことである。」 B. C. KypOT'-!eHKO, K. 「!OPMa-
H, H .L(p, 3KOHOMH'-!eCKOe CTHMYJIHPOBaHHe B Ma-
TepHaJibHO-TeXH M 可 e CKOM CHa6)1{eHHH, 3KOHOM-
HK a, 1977, C. 91. 
契約違反に対する供給側企業の平気な態度が補給の不安定性を生みだし，それに対
する防御策として，多くの企業が過剰在庫を形成するという一種の悪循環である。
Q5) c.刀. ITpy3Hep, 3KOHOMHKa, opraHH3au 目先日 n-
JiaHHPOBaHHe 3HepreTH'-!eCKOf'O TIPOH3BO.L(CT-
Ba, 3口 e p T M冗， 1976, c . 71. 
(16) 「現在，燃料の輸送が，鉄道輸送による貨物取扱高の約40%を占めている。」
B. M. E oλ ）：（ bl p e B，刀．江. fHTepMaH, 1. A. CH.L(aH-
OB, 3KOHOMHKa, 0Pf'UHH3aUH兄日口 JIa H H p 0 B a H H e 
Ha A3C, 3HeproaTOMH3江 a T , 1986, C . 14. 
(17) A. A. 可e PHYXHH,lO. H.φλa KcepMaH, 3KOHOMHK-
?
??
???
a 3 H e p r e T H K H c c c p , 9 H e p r 0 a T 0 M H 3 .Ll a T ,1985, c . 
288. 
(18) 「ガスの利用によって，発電所の経済指標はかなり改善された。石炭を燃焼させた
場合と比べて 2～3%，泥炭，スレート，褐炭を燃焼させた場合に比べて 5～6%，ボ
イラーの効率が向上した。また，人員は削減され（25～30%），修理費も節約され
(30～50%），単位あたりの投資額も低下した (15～20%）。」 c.刀. f1py3He-
P , Y K a 3 . C 0 l • C . 73. 
(19) 「現在，固体燃料を用いる火力発電所の発電量の約70%が，低品質炭，スレート，泥
炭で生産されていると言えば十分である。J ITo.Ll pe,Ll. 江. f. )KHMepH-
Ha, CospeMeHHbie npo6JieMbI 3HepreTHKH, 9ttep-
r 0 a T 0 M H 3江 aT, 1984, C. 107. 
ω 「適切に組織された物資一機械補給システムは，連続的かっ総合的な原料，物資，燃
料，予備部品の補給を保証し，企業の生産課題の遂行および律動的な活動のための最
も重要な前提条件となる。」 A. A. LlePHYXHH,lO. H.φλa K C e p -
M a H , yK a 3 . c 0 l • c . 124. 。1) B. M. E oλ 瓦 blp e B，刀．江. f l1 T eλb Matt, 11. A. C11.LlaH-
os, YKa3. c O可． c. 62～63.参照。
(Z~ T a M )I{ e , c . 64 .参照。
ω 口o江 pe江． 江． 「. )K11Mep11Ha, YKa3. c O可． c. 97.参照。
ω口0江 pe江. B. r. KY3bMHHa, OpraHI13UHR, nλa H 11-
posatt11e 1 ynpasJieH11e s 3HepreT11Ke, Bbl C山 aR 
山 Ko JI a , 1982, c . 293.参照0
(Z~ ITo.Ll pe.[(. P. E.刀e山 11ttepa, M.A. CapK11coBa, AH-
aJJI13 npOI13BO.LlCTBeHHO-X03冗前 CT B e H H O白 .[¥ e RT-
eJJbHOCTH 3HepreTHl!eCKHX np e江口 pl1冗 T目白， 9 H -
e p r o a T o M o 3 .Ll a T , 1983, c . 115. 
(Z6) B. M. E oλ 瓦 blp e B，江．江. f l1 T eλb MaH, l1.A.C11江a-
HOB, YKa3. c O可. c. 234. 
。り口 0瓦 06山. p e江. B. B. OcM OλO scKoro, YKa3. co 
l • c . 51.参照。
(ZS）口 oぷ peぇ. B. r. KY3bMHHa, YKa3. c O可. c. 383～384. 
参照。
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